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事業の背景

経済発展が進む途上国では、都市部への人口集積が

進んでいます。これらの国で、低炭素でレジリエントな

社会を実現するためには、長期に渡って使用する都市イ

ンフラや設備をはじめから低炭素なものを導入し、かつ、

既存の設備等については、更新のタイミングに低炭素な

ものへの切り替えを促していく必要があります。京都議

定書の下で温室効果ガス（GHG）排出削減義務を負い、

低炭素社会の実現に向けて省エネ等を推進してきた日本

では、優れた低炭素技術の開発が進むとともに、そのよ

うな技術の導入・普及に向けた政策や施策が行われてき

ました。このような技術と政策の知見やノウハウをパッ

ケージにして展開することを通じて、途上国都市の一足

飛び型の発展（リープフロッグ型の発展）の実現に貢献

するために、環境省は、「低炭素社会実現のための都市

間連携事業」を2013年に開始し、それ以来、日本国内

外の多様な主体と連携しつつ、パリ協定の達成に向けて

国際社会に貢献しています。

事業の概要

本事業は、途上国の都市と日本の都市が連携する

枠組みの下、民間事業者とも連携して低炭素プロジェ

クトの検討を行うとともに、日本の都市経営に関す

る知見やノウハウを、都市間連携を通じて共有する

ことで、途上国都市の人材育成や制度基盤の構築支

援を行うものです。都市には様々なインフラが集中

していることから、これらの設備に優れた低炭素技

術・製品・システムを導入し、展開していくことは、

都市の低炭素化に役立つだけでなく、都市の環境改

善やエネルギー供給など様々なコベネフィット効果

が期待できます。なお、低炭素技術を現地に導入す

る際には、日本国政府が進める二国間クレジット制

度（JCM、Box1）の資金メカニズム（Box2）を活

用することもできます。
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CO2 都市間連携事業の効果
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 海外都市職員の能力強化支援（キャパシティ・ビルディング）

効率的な低炭素プロジェクトの形成
海外都市のマスタープラン策定、アクションプラン策定、
技術選定や評価プロセス策定等の基盤制度の構築支援

 マスタープラン、
  アクションプラン
  策定支援
 技術選定・評価
  プロセスの設計
  支援 等コンソーシアムを

組織民間事業者
海外都市

国内都市 協力企業

環境省

一足飛び型の発展の概念図� 出典：国立環境研究所 http://2050.nies.go.jp/

事業ステップのイメージ 都市間連携事業の概要図
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参加主体のメリット

本事業に参画する日本の都市と企業、並びに海外の

パートナー都市と企業は、いずれも様々なメリットを得

ることができます。本事業に参加するアジアの都市の多

日本国政府と相手国側政府の合意のもと、共同で

構築・実施する、途上国の GHG 排出削減に繋がる

優れた低炭素技術等（技術・製品、システム、サー

ビス、インフラ等）の普及や対策の実施を通じて実

現した GHG の排出削減・吸収への我が国の貢献分

を定量的に評価 ・ 把握し、日本の GHG 排出削減目

標の達成に活用するための枠組みです。また、地

球規模での GHG 排出削減・吸収行動を促進するこ

二国間クレジット制度資金支援事業のうち設備補

助事業（JCM 設備補助事業）とは、JCM パートナー

国及び JCM の実施が見込まれる途上国において、

優れた低炭素技術等を活用して GHG 排出削減・吸

収事業を実施し、その排出削減効果への我が国の貢

献について算定・報告・検証（MRV）を行う事業で

す。算出された排出削減・吸収量に応じて JCM ク

くが、本事業を通じて自分達の都市の環境改善や職員の

能力向上に繋げられることに期待を寄せています。

とにより、国連気候変動枠組条約の究極的な目的の

達成に貢献するものです。2019年6月現在までに、

モンゴル、バングラデシュ、エチオピア、ケニア、

モルディブ、ベトナム、ラオス、インドネシア、コ

スタリカ、パラオ、カンボジア、メキシコ、サウジ

アラビア、チリ、ミャンマー、タイ、フィリピンの

17カ国との間で制度構築が行われています。

レジットが発行され、日本の削減達成目標に寄与し

ます。採択された場合、優れた低炭素技術等を活用

した設備・機器の導入に対して資金支援が受けられ

ます。2019年9月現在、139件（16カ国）が採択

されており、年間約85万トンの CO2削減が見込ま

れています。

海外都市のメリット

◦優れた制度・規格・経験・ノウハウ移転による低炭素都市経営基盤の強化
◦職員の能力向上
◦低炭素都市計画の策定および実施
◦官民連携（PPP）により少ない行政コストで低炭素都市開発を実現
◦環境改善、エネルギー供給等のコベネフィット効果

海外企業のメリット

◦優れた低炭素設備の低コスト導入
◦低燃費性能や故障の少なさによるランニングコストの低減
◦都市や日本企業との連携強化
◦スタッフの能力向上

日本の都市のメリット
◦地元企業の海外展開促進とそれに伴う地域活性化
◦職員の能力向上
◦都市の知名度と市民意識の向上

日本企業のメリット
◦自社製品の販売及び現地にショーケースができることによるビジネス基盤の構築
◦市場や関係機関へのアプローチ、現地情報入手等が容易になる
◦スタッフの能力向上

JCMの概要図

� 出典：環境省、JCM パートナー国における JCM 資金支援事業の採択案件一覧（平成25-31年度）

日 本

日本の削減目標達成に活用

JCMプロジェクト

温室効果ガスの排出削減・吸収量

パートナー国

ＭＲＶ

優れた低炭素技術等の普及や
緩和活動の実施

クレジット

Box1：二国間クレジット制度（�Joint�Crediting�Mechanism�[JCM]�）�とは？

Box2：JCMの資金メカニズム：�JCM設備補助事業とは？

低炭素社会実現のための都市間連携事業
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01福島  | ��������� | 福島市―ミャンマー連邦共和国ザガイン管区

　福島市は、2015年からミャンマーのエーヤワディ管区との
都市間連携事業を開始し、2017年からは同国のザガイン管区
も連携に加わりました。ザガイン管区は、エーヤワディ管区と同
様、米の生産が盛んであり、大量のもみ殻の廃棄が課題となっ
ています。2018年、ザガイン管区大臣より福島市長あてに協
力要請があり、ワークショップや調査、双方の訪問が実施されて
います。
　今年度の案件では、ザガイン管区における廃棄物処理のため
制度構築（マスタープラン策定、関連制度の提案、意識啓発等）
を支援するとともに、地域特性を生かした低炭素型の廃棄物処
理システムの構築を目指し、もみ殻発電システム、都市ごみの分
別化と地域での適正処理システムの段階的な展開方策を検討
します。

ザガイン管区での
低炭素型の地域開発の促進事業

福島市－ミャンマー連邦共和国ザガイン管区連携事業

令和元年度　実施調査事業一覧

| 代表事業者 |  株式会社三菱総合研究所
| 共同事業者 |  福島市、株式会社フジタ、福島商工会議所

02福島  | ��������� | 福島市―ミャンマー連邦共和国エーヤワディ管区

　2015年にミャンマーのエーヤワディ管区首相より福島
市長に協力要請があったことから、都市間連携事業が開始さ
れました。2017年には、エーヤワディ管区より、ザガイン管
区とエーヤワディ管区の管区連携の下での発展的な協力要
請があり、同国の2つの管区と連携しています。
　今年度の案件では、福島県内の自治体とも連携しつつ、地
域循環共生圏の創出等により、エーヤワディ管区における地
域資源を活かした低炭素・SDGs型の地域づくりを支援しま
す。バイオマス発電をはじめ、太陽光発電、制御・管理システ
ム等を組み合わせた分散型の地域電力供給システムの展開
を検討し、地域循環共生圏の創造に向けた制度構築や能力
開発などを支援します。

エーヤワディ管区での
地域循環共生圏の形成支援事業
| 代表事業者 |  株式会社三菱総合研究所
| 共同事業者 |  福島市、株式会社フジタ、福島商工会議所

ザガイン管区での低炭素型の地域開発の促進事業 ㈱三菱総合研究所
実施主体

福島市－ミャンマー連邦共和国エーヤワディ管区連携事業

エーヤワディ管区での地域循環共生圏の形成支援事業 ㈱三菱総合研究所
実施主体

東京都－マレーシア国クアラルンプール市連携事業

クアラルンプール市における建築物の省エネ普及に向けた低炭素制度基盤構築支援事業 （公財）地球環境戦略研究機関（IGES）
実施主体

川崎市－ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市連携事業

川崎市・インドネシア国ローカンウル県連携事業
リアウ州地域におけるパーム油産業を軸とした環境調和型経済社会形成支援事業

日本工営㈱
実施主体

川崎市－インドネシア共和国リアウ州ローカンウル県連携事業

日本工営㈱
実施主体

川崎市－インドネシア共和国ジャカルタ特別州連携事業

川崎市・ジャカルタ特別州における都市間連携を活用したグリーンイノベーション推進事業 日本工営㈱
実施主体

横浜市－タイ王国レムチャパン港およびバンコク港（周辺地域を含む）

タイ国港湾におけるモーダルシフト及びターミナルの効率化の促進による低炭素化支援調査事業 横浜港埠頭㈱
実施主体

富山市－インドネシア共和国バリ州連携事業

富山市・バリ州による都市間連携を活用した観光未来都市支援事業 日本工営㈱
実施主体

富山市－インドネシア共和国スマラン市連携事業

スマラン市の低炭素化社会シナリオに基づくクリーンエネルギー推進事業 日本工営㈱
実施主体

大阪市－フィリピン共和国ケソン市連携事業

ケソン市における低炭素都市形成支援事業（省エネ促進・フロン対策事業） ㈱オリエンタルコンサルタンツ
実施主体

大阪市－ベトナム社会主義共和国ホーチミン市連携事業
大阪市・ホーチミン市による都市間連携を活用した高効率機器導入による
省エネルギー化促進事業 日本工営㈱

実施主体

大阪市－タイ王国タイ東部地域（EECおよびバンコク都）連携事業

タイランド4.0実現に向けた低炭素社会形成支援業務 日本工営㈱
実施主体

広島県－ベトナム社会主義共和国カントー市連携事業

精米工場から発生する籾殻の圧縮固形燃料化によるバイオマス発電プロジェクト ㈱トロムソ
実施主体

北九州市－ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区レグ郡区連携事業

ヤンゴン管区スマートシティ開発における低炭素化促進事業 ㈱NTTデータ経営研究所
実施主体

北九州市－マレーシア国イスカンダル開発地域連携事業

イスカンダル地域における低炭素化促進事業 ㈱NTTデータ経営研究所
実施主体

北九州市－フィリピン共和国ダバオ市連携事業

ダバオ市における気候変動行動計画策定支援等による低炭素社会推進事業 (公財)地球環境戦略研究機関（IGES）
実施主体

北九州市－ベトナム社会主義共和国ハイフォン市連携事業

ベトナム・ハイフォン市低炭素化促進事業（エコインダストリアルパーク構想モデル事業の確立支援事業） ㈱NTTデータ経営研究所
実施主体

川崎市・ヤンゴン市による都市間連携を活用した低炭素社会形成支援業務
（工業団地等の開発による低炭素化促進事業）

リアウ州地域におけるパーム油産業を軸とした環境調和型経済社会形成支援事業
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| 代表事業者 |  株式会社三菱総合研究所
| 共同事業者 |  福島市、株式会社フジタ、福島商工会議所

ザガイン管区での低炭素型の地域開発の促進事業 ㈱三菱総合研究所
実施主体

福島市－ミャンマー連邦共和国エーヤワディ管区連携事業

エーヤワディ管区での地域循環共生圏の形成支援事業 ㈱三菱総合研究所
実施主体

東京都－マレーシア国クアラルンプール市連携事業

クアラルンプール市における建築物の省エネ普及に向けた低炭素制度基盤構築支援事業 （公財）地球環境戦略研究機関（IGES）
実施主体

川崎市－ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市連携事業

川崎市・インドネシア国ローカンウル県連携事業
リアウ州地域におけるパーム油産業を軸とした環境調和型経済社会形成支援事業

日本工営㈱
実施主体

川崎市－インドネシア共和国リアウ州ローカンウル県連携事業

日本工営㈱
実施主体

川崎市－インドネシア共和国ジャカルタ特別州連携事業

川崎市・ジャカルタ特別州における都市間連携を活用したグリーンイノベーション推進事業 日本工営㈱
実施主体

横浜市－タイ王国レムチャパン港およびバンコク港（周辺地域を含む）

タイ国港湾におけるモーダルシフト及びターミナルの効率化の促進による低炭素化支援調査事業 横浜港埠頭㈱
実施主体

富山市－インドネシア共和国バリ州連携事業

富山市・バリ州による都市間連携を活用した観光未来都市支援事業 日本工営㈱
実施主体

富山市－インドネシア共和国スマラン市連携事業

スマラン市の低炭素化社会シナリオに基づくクリーンエネルギー推進事業 日本工営㈱
実施主体

大阪市－フィリピン共和国ケソン市連携事業

ケソン市における低炭素都市形成支援事業（省エネ促進・フロン対策事業） ㈱オリエンタルコンサルタンツ
実施主体

大阪市－ベトナム社会主義共和国ホーチミン市連携事業
大阪市・ホーチミン市による都市間連携を活用した高効率機器導入による
省エネルギー化促進事業 日本工営㈱

実施主体

大阪市－タイ王国タイ東部地域（EECおよびバンコク都）連携事業

タイランド4.0実現に向けた低炭素社会形成支援業務 日本工営㈱
実施主体

広島県－ベトナム社会主義共和国カントー市連携事業

精米工場から発生する籾殻の圧縮固形燃料化によるバイオマス発電プロジェクト ㈱トロムソ
実施主体

北九州市－ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区レグ郡区連携事業

ヤンゴン管区スマートシティ開発における低炭素化促進事業 ㈱NTTデータ経営研究所
実施主体

北九州市－マレーシア国イスカンダル開発地域連携事業

イスカンダル地域における低炭素化促進事業 ㈱NTTデータ経営研究所
実施主体

北九州市－フィリピン共和国ダバオ市連携事業

ダバオ市における気候変動行動計画策定支援等による低炭素社会推進事業 (公財)地球環境戦略研究機関（IGES）
実施主体

北九州市－ベトナム社会主義共和国ハイフォン市連携事業

ベトナム・ハイフォン市低炭素化促進事業（エコインダストリアルパーク構想モデル事業の確立支援事業） ㈱NTTデータ経営研究所
実施主体

川崎市・ヤンゴン市による都市間連携を活用した低炭素社会形成支援業務
（工業団地等の開発による低炭素化促進事業）

リアウ州地域におけるパーム油産業を軸とした環境調和型経済社会形成支援事業
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16

17

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

福島ミャンマー
経済交流協会

現地企業

現地関係機関

福島ミャンマー
経済交流協会

現地企業

現地関係機関
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03東京  | ����� | 東京都―マレーシア国クアラルンプール市

　東京都とクアラルンプール市は、2001年設立の「アジア大都市ネットワーク21(ANMC21)」の共同提唱都市
であり、また双方ともC40(世界大都市気候先導グループ)の加盟都市であるなど、関係性を築いてきました。また、
本事業の提案者であるIGESと現地コーディネータ―
役のマレーシア工科大学（UTM）は、2018年に策定
された「クアラルンプール低炭素社会計画2030」に
協力してきた組織です。
　本事業は、2030年までの成り行き予測よりCO2排
出量の70％削減を目指す同計画の実現に貢献する
もので、東京都が構築してきた建築物の省エネ普及
制度の経験や専門知識をクアラルンプール市に移転
していきます。

クアラルンプール市における
建築物の省エネ普及に向けた
低炭素制度基盤構築支援事業
| 代表事業者 |  公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）
| 共同事業者 |  東京都環境局

04川崎  | �������� | 川崎市―ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市

　川崎市とヤンゴン市は、2015年から気候変動分野に
おける都市間連携事業を始め、2016年3月には「川崎
市・ヤンゴン市における低炭素都市形成に向けた覚書」
を締結しました。それ以来、廃棄物分野における知見の
共有や両市職員による情報交換や定期会合等を行って
います。また、これまでに、JCM設備補助事業により、廃
棄物発電や食品工場への省エネ機器の導入も実現して
います。
　本年度の事業では、ヤンゴン市における工業団地開発
を基に、川崎市が有するゼロエミッション工業団地やエ
コタウンの思想を共有すると共に、ヤンゴン市が直面す
る増大する廃棄物処理への対策を実際の工業団地開発
を通してJCM設備補助事業の適用と共に検討します。

川崎市・ヤンゴン市による都市間連携を
活用した低炭素社会形成支援業務
（工業団地等の開発による低炭素化促進事業）
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  川崎市、JFEエンジニアリング

05川崎  | �������� | 川崎市―インドネシア共和国リアウ州ローカンウル県

　川崎市はエコタウン事業として、「ゼロ・エミッション構想」
を地域の環境調和型経済社会形成のための基本構想として
位置づけ、併せて、地域振興の基軸として推進することによ
り、先進的な環境調和型のまちづくりを目指してきました。
　本事業では、世界最大のパーム油生産地であるリアウ州
地域において、川崎市内企業が有するパーム空果房（EFB）
を活用したバイオマス発電及び廃熱回収により、パーム油
生産に不可欠な電力と蒸気を供給することを検討します。
また、川崎市がエコタウン事業を通じ、環境調和型経済社会
を推進してきた知見・経験を活かし、地域で最も重要な産業
の一つであるパーム油生産セクターを中心とした環境調和
型経済社会の推進を支援します。

リアウ州地域における
パーム油産業を軸とした
環境調和型経済社会形成支援事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  川崎市、PT. 富士古河E&Cインドネシア、公益財団法人地球環境戦略研究機関、
　　　　　　　 東京センチュリー株式会社

06川崎  | �������� | 川崎市―インドネシア共和国ジャカルタ特別州

　川崎市とジャカルタ特別州は、ジャカルタ特別州における
グリーンイノベーション推進を目指し、2017年から都市間
連携事業を実施しています。2019年3月に両都市は「脱炭
素社会の実現に向けた都市間連携に係る関心表明書」に署
名しています。また、川崎市が2019年7月に「SDGs未来
都市」に選定されたことも踏まえ、本都市間連携でSDGs達
成に向けた活動も行うことにしています。
　本年度は、(1)ジャカルタ特別州・近郊の工場における高
効率貫流ボイラ及び高効率空調の導入による省エネ事業、
及び、(2)離島等における自立型水素エネルギー供給システ
ム導入による電力安定化事業に関し、JCM設備補助事業申
請に向けた調査を実施します。さらに、河川浄化に係る活動
やSDGs達成に向けた活動を通じて、ジャカルタ特別州に
おけるグリーンイノベーションの推進を目指します。

川崎市・ジャカルタ特別州における
都市間連携を活用した
グリーンイノベーション推進事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  川崎市、東芝エネルギーシステムズ株式会社

JFE
エンジニアリング

かわさき
グリーンイノベーション
クラスター加盟企業

市内企業に関する
各種調整・協議

事業化検討や交流
市
内
企
業
に
関
す
る
各
種
調
整

市内企業による
ヤンゴン市進出
への支援

ダゴン
インターナショナル

ミャンマー企業

現地企業に関する
各種調整・協議

緬企業による
省エネ事業の
推進/実施支援

都市間連携

日本工営

事
業
化
に
関
す
る
各
種
調
整

川崎市 ヤンゴン市
開発委員会

東芝エネルギーシステムズ
（川崎市内企業）

かわさきグリーン
イノベーションクラスター

加盟企業

JCM事業化に
係る各種調査

都市間連携
に係る
各種支援

都市間連携
に係る

各種支援

民間企業による
事業化検討や
交流等

川崎市内企業による
ジャカルタ進出支援
（JCM案件形成含）等

DKI-JKT
公営企業

インドネシア
民間企業

JCM事業化に
係る各種調査

インドネシア企業による
省エネ等に係る各種
支援等

都市間連携

日本工営株式会社

川崎市 ジャカルタ
特別州

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

クアラルンプール市の持
続可能な建築物の制度
基盤構築支援

グリーンビルディング
政策の拡充とCO2削減

東京都 クアラルンプール市

協力

IGES：全体コーディネイト

UTM（マレーシア工科大学）：
現地側コーディネイター

SEDA（持続可能エネルギー開発庁）：
CO2削減調査支援

PT.富士古河E&C
インドネシア

パーム油
生産工場

発電
事業者東京センチュリー株式会社

コンソーシアム・資金調達検討

IGES
環境調和型経済社会検討

EFBコジェネレーション事業検討
コンソーシアム検討

都市間連携

都市間連携

事業形成支援 許認可取得支援

川崎市 ローカンウル県

JCM事業化支援

情報提供

NIPPON KOEI
プロジェクト実施
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03東京  | ����� | 東京都―マレーシア国クアラルンプール市

　東京都とクアラルンプール市は、2001年設立の「アジア大都市ネットワーク21(ANMC21)」の共同提唱都市
であり、また双方ともC40(世界大都市気候先導グループ)の加盟都市であるなど、関係性を築いてきました。また、
本事業の提案者であるIGESと現地コーディネータ―
役のマレーシア工科大学（UTM）は、2018年に策定
された「クアラルンプール低炭素社会計画2030」に
協力してきた組織です。
　本事業は、2030年までの成り行き予測よりCO2排
出量の70％削減を目指す同計画の実現に貢献する
もので、東京都が構築してきた建築物の省エネ普及
制度の経験や専門知識をクアラルンプール市に移転
していきます。

クアラルンプール市における
建築物の省エネ普及に向けた
低炭素制度基盤構築支援事業
| 代表事業者 |  公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）
| 共同事業者 |  東京都環境局

04川崎  | �������� | 川崎市―ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市

　川崎市とヤンゴン市は、2015年から気候変動分野に
おける都市間連携事業を始め、2016年3月には「川崎
市・ヤンゴン市における低炭素都市形成に向けた覚書」
を締結しました。それ以来、廃棄物分野における知見の
共有や両市職員による情報交換や定期会合等を行って
います。また、これまでに、JCM設備補助事業により、廃
棄物発電や食品工場への省エネ機器の導入も実現して
います。
　本年度の事業では、ヤンゴン市における工業団地開発
を基に、川崎市が有するゼロエミッション工業団地やエ
コタウンの思想を共有すると共に、ヤンゴン市が直面す
る増大する廃棄物処理への対策を実際の工業団地開発
を通してJCM設備補助事業の適用と共に検討します。

川崎市・ヤンゴン市による都市間連携を
活用した低炭素社会形成支援業務
（工業団地等の開発による低炭素化促進事業）
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  川崎市、JFEエンジニアリング

05川崎  | �������� | 川崎市―インドネシア共和国リアウ州ローカンウル県

　川崎市はエコタウン事業として、「ゼロ・エミッション構想」
を地域の環境調和型経済社会形成のための基本構想として
位置づけ、併せて、地域振興の基軸として推進することによ
り、先進的な環境調和型のまちづくりを目指してきました。
　本事業では、世界最大のパーム油生産地であるリアウ州
地域において、川崎市内企業が有するパーム空果房（EFB）
を活用したバイオマス発電及び廃熱回収により、パーム油
生産に不可欠な電力と蒸気を供給することを検討します。
また、川崎市がエコタウン事業を通じ、環境調和型経済社会
を推進してきた知見・経験を活かし、地域で最も重要な産業
の一つであるパーム油生産セクターを中心とした環境調和
型経済社会の推進を支援します。

リアウ州地域における
パーム油産業を軸とした
環境調和型経済社会形成支援事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  川崎市、PT. 富士古河E&Cインドネシア、公益財団法人地球環境戦略研究機関、
　　　　　　　 東京センチュリー株式会社

06川崎  | �������� | 川崎市―インドネシア共和国ジャカルタ特別州

　川崎市とジャカルタ特別州は、ジャカルタ特別州における
グリーンイノベーション推進を目指し、2017年から都市間
連携事業を実施しています。2019年3月に両都市は「脱炭
素社会の実現に向けた都市間連携に係る関心表明書」に署
名しています。また、川崎市が2019年7月に「SDGs未来
都市」に選定されたことも踏まえ、本都市間連携でSDGs達
成に向けた活動も行うことにしています。
　本年度は、(1)ジャカルタ特別州・近郊の工場における高
効率貫流ボイラ及び高効率空調の導入による省エネ事業、
及び、(2)離島等における自立型水素エネルギー供給システ
ム導入による電力安定化事業に関し、JCM設備補助事業申
請に向けた調査を実施します。さらに、河川浄化に係る活動
やSDGs達成に向けた活動を通じて、ジャカルタ特別州に
おけるグリーンイノベーションの推進を目指します。

川崎市・ジャカルタ特別州における
都市間連携を活用した
グリーンイノベーション推進事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  川崎市、東芝エネルギーシステムズ株式会社

JFE
エンジニアリング

かわさき
グリーンイノベーション
クラスター加盟企業

市内企業に関する
各種調整・協議

事業化検討や交流
市
内
企
業
に
関
す
る
各
種
調
整

市内企業による
ヤンゴン市進出
への支援

ダゴン
インターナショナル

ミャンマー企業

現地企業に関する
各種調整・協議

緬企業による
省エネ事業の
推進/実施支援

都市間連携

日本工営

事
業
化
に
関
す
る
各
種
調
整

川崎市 ヤンゴン市
開発委員会

東芝エネルギーシステムズ
（川崎市内企業）

かわさきグリーン
イノベーションクラスター

加盟企業

JCM事業化に
係る各種調査

都市間連携
に係る
各種支援

都市間連携
に係る

各種支援

民間企業による
事業化検討や
交流等

川崎市内企業による
ジャカルタ進出支援
（JCM案件形成含）等

DKI-JKT
公営企業

インドネシア
民間企業

JCM事業化に
係る各種調査

インドネシア企業による
省エネ等に係る各種
支援等

都市間連携

日本工営株式会社

川崎市 ジャカルタ
特別州

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

クアラルンプール市の持
続可能な建築物の制度
基盤構築支援

グリーンビルディング
政策の拡充とCO2削減

東京都 クアラルンプール市

協力

IGES：全体コーディネイト

UTM（マレーシア工科大学）：
現地側コーディネイター

SEDA（持続可能エネルギー開発庁）：
CO2削減調査支援

PT.富士古河E&C
インドネシア

パーム油
生産工場

発電
事業者東京センチュリー株式会社

コンソーシアム・資金調達検討

IGES
環境調和型経済社会検討

EFBコジェネレーション事業検討
コンソーシアム検討

都市間連携

都市間連携

事業形成支援 許認可取得支援

川崎市 ローカンウル県

JCM事業化支援

情報提供

NIPPON KOEI
プロジェクト実施

6
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07横浜  | �������� | 横浜市―タイ王国レムチャバン港およびバンコク港（周辺地域を含む）

　横浜市は2014年4月にタイ港湾庁とパートナーシップに関す
る覚書を締結し、その翌年1月には具体的な取組事項に関する基
本合意書を締結しました。それらを踏まえ、2016年度以降、タイ
の港湾をスマート化するための取組を都市間連携事業の下で進め
てきました。
 本年度も引き続き、横浜港でのモーダルシフト推進の取組実績を
もとに、タイ港湾庁が管理運営するレムチャバン港の鉄道ターミナ
ルおよび内航船ターミナルの運営効率化および広域物流のモー
ダルシフト推進を支援し、低炭素化を図ります。中長期的にはタイ
国港湾をASEAN域内の低炭素スマート物流拠点として発展させ
ることを目指しています。

タイ国港湾における
モーダルシフト及びターミナルの
効率化の促進による
低炭素化支援調査事業
| 代表事業者 |  横浜港埠頭株式会社
| 共同事業者 |  横浜市、株式会社グリーン・パシフィック

08富山  | ������ | 富山市－インドネシア共和国バリ州

　富山市は環境未来都市として都市の価値を高める
様々な先駆的な取り組みを進めていることから、バリ
州とその各自治体にそのノウハウを提供することが
可能です。具体的には、富山市が有するコンパクトシ
ティ、環境未来都市、100RC、SE4ALL等の取り組
みを参考とした行政支援や知見の共有が挙げられま
す。また、バリ州の豊富な観光資源を活かした“観光
未来都市”を目指すため、JCM設備補助事業の活用
推進も併せて行います。
　本事業では、バリ州における環境配慮型の観光都
市（観光未来都市）の実現に向け、都市間連携の下、
富山市内企業の協力を得て、GHG排出削減ポテン
シャルの高いホテル及び交通セクターを対象に、省
エネ・再エネ設備の導入及び燃料転換などのJCM事
業化を検討します。

富山市・バリ州による都市間連携を
活用した観光未来都市支援事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  富山市、株式会社日本空調北陸、北酸株式会社

09富山  | ������ | 富山市―インドネシア共和国スマラン市

　富山市およびインドネシア中部ジャワ州スマラン市は、ロックフェラー財団の
「100のレジリエント・シティ」(100RC)に選定さ
れた都市同士であることから、2017年度から防
災・環境・エネルギーや交通分野での都市間連携
事業の調査が開始され、「環境および交通に関す
る協力協定」が締結されました。
　今年度の案件は、スマラン市の「低炭素化社会
シナリオ2030」に基づき、富山市企業の技術を
活用し、太陽光発電やバイオマス発電をはじめと
する再生可能エネルギーや高効率チラー、ボイ
ラー等の省エネ設備、また天然ガス等のクリーン
エネルギーの活用を推進し、JCM設備補助事業
の案件形成を行います。

スマラン市の低炭素化社会シナリオ
に基づくクリーンエネルギー推進事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  富山市、株式会社日本空調北陸、北酸株式会社

横浜港での
知見・経験を
活かした
都市間連携

環
境
に
や
さ
し
く
、災
害
に
強
い
港
づ
く
り
を

横
浜
港
に
お
い
て
連
携
し
て
推
進

パートナーシップに
関する協力覚書

タイ港湾庁

横浜市

横浜港埠頭（株）

パートナーシップに
関する協力覚書

地方自治体（県・市）

民間企業（施設オーナー）

民間企業（EPC業者等）

ホテル・レストラン協会
交通協会、省エネ協会　他

日本工営株式会社

バリ州
（担当窓口：地方開発企画庁）

富山市
（担当窓口：環境部環境政策課）

1） 都市間連携に係る各種調査支援
2） 省エネ/再エネ/低炭素交通に係るJCM事業化支援
3） その他バリ州における案件形成活動の実施

日本工営株式会社

1） 都市間連携に係る各種調査支援
2） 省エネ/再エネ/低炭素交通に係るJCM事業化支援
3） その他スマラン市における案件形成活動の実施

富山市 スマラン市

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

関連ウェブサイト

JCM－The Joint Crediting Mechanism

炭素市場エクスプレス

The Joint Crediting Mechanism

http://www.env.go.jp/earth/coop/lowcarbon-asia/

アジア低炭素化発展に向けた情報提供サイト

アジアの低炭素発展のための政策動向や支援制度等に関する情報等を掲載。
（運営：環境省）

http://gec.jp/jcm/jp/

設備補助事業の事例紹介や公募情報を掲載。
（運営：（公財）地球環境センター）

https://www.carbon-markets.go.jp/

JCMを中心とした炭素市場について、日本政府による各種情報を掲載。
（運営：（一社）海外環境協力センター）

https://www.jcm.go.jp/

JCMプロジェクト情報（国別）等の情報を提供。（英語）
（運営：経済産業省、環境省）

（担当窓口：開発計画局）（担当窓口：環境部環境政策課）

スマラン市におけるクリーン
エネルギー導入施策

スマラン市商工会議所・
ホテル協会・工業団地

富山市企業によるスマラン進出
支援（JCM案件形成含） 等

大手家電メーカ日本空調北陸

北酸株式会社

日系機器メーカ

日本空調北陸

北酸株式会社

日系機器メーカ

各種都市間連携
活動の実施

都市間連携
に係る協力

燃料転換・省エネ
事業化、JCM案件

化検討

燃料転換・省エネ
事業化、JCM案件

化検討

バリ州におけるクリーン
エネルギー導入施策

富山市企業によるバリ進出
支援（JCM案件形成含） 等

各種都市間連携
活動の実施

都市間連携
に係る協力

7
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07横浜  | �������� | 横浜市―タイ王国レムチャバン港およびバンコク港（周辺地域を含む）

　横浜市は2014年4月にタイ港湾庁とパートナーシップに関す
る覚書を締結し、その翌年1月には具体的な取組事項に関する基
本合意書を締結しました。それらを踏まえ、2016年度以降、タイ
の港湾をスマート化するための取組を都市間連携事業の下で進め
てきました。
 本年度も引き続き、横浜港でのモーダルシフト推進の取組実績を
もとに、タイ港湾庁が管理運営するレムチャバン港の鉄道ターミナ
ルおよび内航船ターミナルの運営効率化および広域物流のモー
ダルシフト推進を支援し、低炭素化を図ります。中長期的にはタイ
国港湾をASEAN域内の低炭素スマート物流拠点として発展させ
ることを目指しています。

タイ国港湾における
モーダルシフト及びターミナルの
効率化の促進による
低炭素化支援調査事業
| 代表事業者 |  横浜港埠頭株式会社
| 共同事業者 |  横浜市、株式会社グリーン・パシフィック

08富山  | ������ | 富山市－インドネシア共和国バリ州

　富山市は環境未来都市として都市の価値を高める
様々な先駆的な取り組みを進めていることから、バリ
州とその各自治体にそのノウハウを提供することが
可能です。具体的には、富山市が有するコンパクトシ
ティ、環境未来都市、100RC、SE4ALL等の取り組
みを参考とした行政支援や知見の共有が挙げられま
す。また、バリ州の豊富な観光資源を活かした“観光
未来都市”を目指すため、JCM設備補助事業の活用
推進も併せて行います。
　本事業では、バリ州における環境配慮型の観光都
市（観光未来都市）の実現に向け、都市間連携の下、
富山市内企業の協力を得て、GHG排出削減ポテン
シャルの高いホテル及び交通セクターを対象に、省
エネ・再エネ設備の導入及び燃料転換などのJCM事
業化を検討します。

富山市・バリ州による都市間連携を
活用した観光未来都市支援事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  富山市、株式会社日本空調北陸、北酸株式会社

09富山  | ������ | 富山市―インドネシア共和国スマラン市

　富山市およびインドネシア中部ジャワ州スマラン市は、ロックフェラー財団の
「100のレジリエント・シティ」(100RC)に選定さ
れた都市同士であることから、2017年度から防
災・環境・エネルギーや交通分野での都市間連携
事業の調査が開始され、「環境および交通に関す
る協力協定」が締結されました。
　今年度の案件は、スマラン市の「低炭素化社会
シナリオ2030」に基づき、富山市企業の技術を
活用し、太陽光発電やバイオマス発電をはじめと
する再生可能エネルギーや高効率チラー、ボイ
ラー等の省エネ設備、また天然ガス等のクリーン
エネルギーの活用を推進し、JCM設備補助事業
の案件形成を行います。

スマラン市の低炭素化社会シナリオ
に基づくクリーンエネルギー推進事業
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  富山市、株式会社日本空調北陸、北酸株式会社

横浜港での
知見・経験を
活かした
都市間連携

環
境
に
や
さ
し
く
、災
害
に
強
い
港
づ
く
り
を

横
浜
港
に
お
い
て
連
携
し
て
推
進

パートナーシップに
関する協力覚書

タイ港湾庁

横浜市

横浜港埠頭（株）

パートナーシップに
関する協力覚書

地方自治体（県・市）

民間企業（施設オーナー）

民間企業（EPC業者等）

ホテル・レストラン協会
交通協会、省エネ協会　他

日本工営株式会社

バリ州
（担当窓口：地方開発企画庁）

富山市
（担当窓口：環境部環境政策課）

1） 都市間連携に係る各種調査支援
2） 省エネ/再エネ/低炭素交通に係るJCM事業化支援
3） その他バリ州における案件形成活動の実施

日本工営株式会社

1） 都市間連携に係る各種調査支援
2） 省エネ/再エネ/低炭素交通に係るJCM事業化支援
3） その他スマラン市における案件形成活動の実施

富山市 スマラン市

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

関連ウェブサイト

JCM－The Joint Crediting Mechanism

炭素市場エクスプレス

The Joint Crediting Mechanism

http://www.env.go.jp/earth/coop/lowcarbon-asia/

アジア低炭素化発展に向けた情報提供サイト

アジアの低炭素発展のための政策動向や支援制度等に関する情報等を掲載。
（運営：環境省）

http://gec.jp/jcm/jp/

設備補助事業の事例紹介や公募情報を掲載。
（運営：（公財）地球環境センター）

https://www.carbon-markets.go.jp/

JCMを中心とした炭素市場について、日本政府による各種情報を掲載。
（運営：（一社）海外環境協力センター）

https://www.jcm.go.jp/

JCMプロジェクト情報（国別）等の情報を提供。（英語）
（運営：経済産業省、環境省）

（担当窓口：開発計画局）（担当窓口：環境部環境政策課）

スマラン市におけるクリーン
エネルギー導入施策

スマラン市商工会議所・
ホテル協会・工業団地

富山市企業によるスマラン進出
支援（JCM案件形成含） 等

大手家電メーカ日本空調北陸

北酸株式会社

日系機器メーカ

日本空調北陸

北酸株式会社

日系機器メーカ

各種都市間連携
活動の実施

都市間連携
に係る協力

燃料転換・省エネ
事業化、JCM案件

化検討

燃料転換・省エネ
事業化、JCM案件

化検討

バリ州におけるクリーン
エネルギー導入施策

富山市企業によるバリ進出
支援（JCM案件形成含） 等

各種都市間連携
活動の実施

都市間連携
に係る協力
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10大阪  | ����� | 大阪市―フィリピン共和国ケソン市

　大阪市とケソン市は、平成27年度の環境省事業を皮切りに、平成29・30年度の都市間連携事業に参画し市長級
政策対話を行った他、2018年8月には大阪市とケソン市の低炭素都市形成に向けた協力関係に関する覚書
(MOU)を締結しました。これまでに、ケソン市気候変動対策実行計画と連動した低炭素社会（LCS）シナリオを大阪
市やIGES等のチームが作成し、COP24で公表しました。
　2019年度は、ケソン市の気候変動対策実行計画、
LCSシナリオに係る支援や日本のフロン対策の共有等
を通じ、ノンフロン型空調や省エネ型空調機器の導入、
フロン回収・再生・破壊に係る案件化調査を行います。

ケソン市における低炭素都市形成
支援事業（省エネ促進・フロン対策事業）
| 代表事業者 |  株式会社オリエンタルコンサルタンツ
| 共同事業者 |  大阪市、公益財団法人地球環境センター、東京センチュリー株式会社

12大阪  | ����� | 大阪市―タイ国タイ東部地域（EECおよびバンコク都）

　タイ政府は、産業高度化を図る「タイランド4.0」政策において、バンコク都の東部地域に位置するチョンブリ県・
ラヨン県・チャチュンサオ県の3県からなる東部経済回廊（EEC）を実践の場として位置づけています。EEC管轄内
には、重点産業の集積・インフラ開発・新都市開発
等を行う特定地域を定めており、大小様々な工場
や工業団地が存在し、大量のエネルギーが消費さ
れています。
　本年度、大阪市はEEC事務局と連携し、産業セ
クターにおけるバイオガス精製技術や空調省エネ
といった大阪市に所縁のある企業によるJCM案
件形成を目指した各種調査を実施します。加えて、
EEC内における民間企業の誘致を目指し、連携を
強化する予定です。

タイランド4.0実現に向けた
低炭素社会形成支援業務
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  大阪市、日立ジョンソンコントロールズ空調株式会社、大阪ガス株式会社、
　　　　　　　 株式会社みずほ銀行

13広島  | ��������� | 広島県―ベトナム社会主義共和国カントー市

　広島県とカントー市は、2013年から環境浄化分野において商談会開催等のビジネス交流を継続してきており、
2017年には、環境改善に資する協力プロジェクトの実施等を目指す協力協定を締結しました。カントー市は、低炭
素都市を目指してマスタープランの策定や対策の実施を計
画しており、広島県は低炭素技術の導入を中心に、カントー
市の取組を協力プロジェクトとして支援していくことにして
います。
　本年度は、精米工場において精米工程から排出されるも
み殻を圧縮固形し、それを燃料としてガス化による発電を
行い、精米工場で使用している電力を100％賄い、さらに
燃料のガス化により、残渣として排出される炭から収益性
を高める事業の検討を行います。

精米工場から発生する
籾殻の圧縮固形燃料化による
バイオマス発電プロジェクト
| 代表事業者 |  株式会社トロムソ
| 共同事業者 |  広島県、株式会社イースクエア

11大阪  | ����� | 大阪市―ベトナム社会主義共和国ホーチミン市

　大阪市とホーチミン市の協力は、2009年に締結されたホー
チミン市水道総公社との技術協力にかかる覚書に始まり、環境
分野における都市間連携事業を継続的に行っています。2013
年10月には、「ホーチミン市・大阪市低炭素都市形成に向けた
覚書」を締結し、大阪市等の支援により、「ホーチミン市気候変
動対策実行計画2017年-2020年、2030年までの展望」
（CCAP2017-2020）が策定されました。両市による政策対
話を毎年行い、ホーチミン市の課題・ニーズを明らかにすること
で、効果的かつ効率的に都市間連携活動を進めています。
　本事業では、両市の都市間連携の下、ホーチミン市内の産業・
商業セクターに対する高効率空調設備、及び高効率ガスボイラ
などの省エネ技術導入事業のJCM案件化を検討し、省エネ技
術を普及促進することで、CCAP2017-2020のさらなる推
進を図ります。

大阪市・ホーチミン市による都市間連携を
活用した高効率機器導入による
省エネルギー化促進事業

| 代表事業者 |  日本工営（株）
| 共同事業者 |  大阪市、日立ジョンソンコントロールズ空調㈱、アジアゲートウェイ（株）、（公財）地球環境センター

日本工営株式会社

オフィスビル・ホテル

食品関連工場

その他現地企業

日立ジョンソンコントロールズ
空調

三浦工業

地球環境センター

企業による
事業化検討や
交流等

両都市による
包括的な協力

アジアゲートウェイ

その他本邦企業

ベトナムにおける省エネ
ルギー化の推進/実施
支援 等

都市間連携に
係る各種支援

都市間連携に
係る各種支援

JCM事業に
係る各種調整

JCM事業に
係る各種調整

市内企業によるホーチミン
市進出（JCM案件形成含）の
支援 等

ホーチミン市
人民委員会大阪市

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

大阪市

オリエンタルコンサルタンツ SM（メガモール管理会社）

フロン回収業者

環境天然資源省・
オゾンデスク・ケソン市

JICA・JETRO・
大阪府ビジネスサポートデスク等
日本政府関係機関現地事務所

フロン関連製造業者
・フロン回収業者

大手空調メーカー

地球環境センター

Team Osaka ネットワーク
事業者

ケソン市
都市間連携

日本工営

協力会社

都市間連携協定

協力／サポート

発電設備納入／運用サポート

設備納入／
運用サポート

サポート 運用／設備管理／モニタリング

日立ジョンソンコントロールズ空調

大阪ガス

みずほ銀行

その他本邦企業

大阪市関係企業によるEECでのビ
ジネス展開支援（JCM案件形成
含） 等

両都市による
包括的な協力

企業による事業
化検討や交流等

現地事業に係る
各種調整

事業化に係る
各種調整

事業化に係る
各種調整

事業化に係る
各種調整・協議

EECにおけるタイ企業等による
経済発展の実現 等

東部経済回廊（EEC）
開発政策委員会大阪市

EEC域内企業

バンコク都市企業

その他タイ国企業

本邦現地法人

広島県 カントー市

国際コンソーシアムJCM設備補助サポート
株式会社イースクエア

バイオマス燃料
カス化装置製造会社

ガスエンジン
発電機製造会社

代表幹事会社
株式会社トロムソ
もみ殻固形燃料製造
装置製造・販売

現地パートナー
TRUNG AN HI-TECH
FARMING JSC社

精米工場

9



��
���

��
��

��
��

�
��

��
�
��

�
��

���
�

�
����

�
���

��
��

�
�������

��
�

���
�����

東
京

川
崎

福
島

横
浜

富
山

大
阪

広
島

北
九
州

��
���

��
��

��
��

�
��

��
�
��

�
��

���
�

�
����

�
���

��
��

�
�������

��
�

���
�����

東
京

川
崎

福
島

横
浜

富
山

大
阪

広
島

北
九
州

10大阪  | ����� | 大阪市―フィリピン共和国ケソン市

　大阪市とケソン市は、平成27年度の環境省事業を皮切りに、平成29・30年度の都市間連携事業に参画し市長級
政策対話を行った他、2018年8月には大阪市とケソン市の低炭素都市形成に向けた協力関係に関する覚書
(MOU)を締結しました。これまでに、ケソン市気候変動対策実行計画と連動した低炭素社会（LCS）シナリオを大阪
市やIGES等のチームが作成し、COP24で公表しました。
　2019年度は、ケソン市の気候変動対策実行計画、
LCSシナリオに係る支援や日本のフロン対策の共有等
を通じ、ノンフロン型空調や省エネ型空調機器の導入、
フロン回収・再生・破壊に係る案件化調査を行います。

ケソン市における低炭素都市形成
支援事業（省エネ促進・フロン対策事業）
| 代表事業者 |  株式会社オリエンタルコンサルタンツ
| 共同事業者 |  大阪市、公益財団法人地球環境センター、東京センチュリー株式会社

12大阪  | ����� | 大阪市―タイ国タイ東部地域（EECおよびバンコク都）

　タイ政府は、産業高度化を図る「タイランド4.0」政策において、バンコク都の東部地域に位置するチョンブリ県・
ラヨン県・チャチュンサオ県の3県からなる東部経済回廊（EEC）を実践の場として位置づけています。EEC管轄内
には、重点産業の集積・インフラ開発・新都市開発
等を行う特定地域を定めており、大小様々な工場
や工業団地が存在し、大量のエネルギーが消費さ
れています。
　本年度、大阪市はEEC事務局と連携し、産業セ
クターにおけるバイオガス精製技術や空調省エネ
といった大阪市に所縁のある企業によるJCM案
件形成を目指した各種調査を実施します。加えて、
EEC内における民間企業の誘致を目指し、連携を
強化する予定です。

タイランド4.0実現に向けた
低炭素社会形成支援業務
| 代表事業者 |  日本工営株式会社
| 共同事業者 |  大阪市、日立ジョンソンコントロールズ空調株式会社、大阪ガス株式会社、
　　　　　　　 株式会社みずほ銀行

13広島  | ��������� | 広島県―ベトナム社会主義共和国カントー市

　広島県とカントー市は、2013年から環境浄化分野において商談会開催等のビジネス交流を継続してきており、
2017年には、環境改善に資する協力プロジェクトの実施等を目指す協力協定を締結しました。カントー市は、低炭
素都市を目指してマスタープランの策定や対策の実施を計
画しており、広島県は低炭素技術の導入を中心に、カントー
市の取組を協力プロジェクトとして支援していくことにして
います。
　本年度は、精米工場において精米工程から排出されるも
み殻を圧縮固形し、それを燃料としてガス化による発電を
行い、精米工場で使用している電力を100％賄い、さらに
燃料のガス化により、残渣として排出される炭から収益性
を高める事業の検討を行います。

精米工場から発生する
籾殻の圧縮固形燃料化による
バイオマス発電プロジェクト
| 代表事業者 |  株式会社トロムソ
| 共同事業者 |  広島県、株式会社イースクエア

11大阪  | ����� | 大阪市―ベトナム社会主義共和国ホーチミン市

　大阪市とホーチミン市の協力は、2009年に締結されたホー
チミン市水道総公社との技術協力にかかる覚書に始まり、環境
分野における都市間連携事業を継続的に行っています。2013
年10月には、「ホーチミン市・大阪市低炭素都市形成に向けた
覚書」を締結し、大阪市等の支援により、「ホーチミン市気候変
動対策実行計画2017年-2020年、2030年までの展望」
（CCAP2017-2020）が策定されました。両市による政策対
話を毎年行い、ホーチミン市の課題・ニーズを明らかにすること
で、効果的かつ効率的に都市間連携活動を進めています。
　本事業では、両市の都市間連携の下、ホーチミン市内の産業・
商業セクターに対する高効率空調設備、及び高効率ガスボイラ
などの省エネ技術導入事業のJCM案件化を検討し、省エネ技
術を普及促進することで、CCAP2017-2020のさらなる推
進を図ります。

大阪市・ホーチミン市による都市間連携を
活用した高効率機器導入による
省エネルギー化促進事業

| 代表事業者 |  日本工営（株）
| 共同事業者 |  大阪市、日立ジョンソンコントロールズ空調㈱、アジアゲートウェイ（株）、（公財）地球環境センター

日本工営株式会社

オフィスビル・ホテル

食品関連工場

その他現地企業

日立ジョンソンコントロールズ
空調

三浦工業

地球環境センター

企業による
事業化検討や
交流等

両都市による
包括的な協力

アジアゲートウェイ

その他本邦企業

ベトナムにおける省エネ
ルギー化の推進/実施
支援 等

都市間連携に
係る各種支援

都市間連携に
係る各種支援

JCM事業に
係る各種調整

JCM事業に
係る各種調整

市内企業によるホーチミン
市進出（JCM案件形成含）の
支援 等

ホーチミン市
人民委員会大阪市

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

大阪市

オリエンタルコンサルタンツ SM（メガモール管理会社）

フロン回収業者

環境天然資源省・
オゾンデスク・ケソン市

JICA・JETRO・
大阪府ビジネスサポートデスク等
日本政府関係機関現地事務所

フロン関連製造業者
・フロン回収業者

大手空調メーカー

地球環境センター

Team Osaka ネットワーク
事業者

ケソン市
都市間連携

日本工営

協力会社

都市間連携協定

協力／サポート

発電設備納入／運用サポート

設備納入／
運用サポート

サポート 運用／設備管理／モニタリング

日立ジョンソンコントロールズ空調

大阪ガス

みずほ銀行

その他本邦企業

大阪市関係企業によるEECでのビ
ジネス展開支援（JCM案件形成
含） 等

両都市による
包括的な協力

企業による事業
化検討や交流等

現地事業に係る
各種調整

事業化に係る
各種調整

事業化に係る
各種調整

事業化に係る
各種調整・協議

EECにおけるタイ企業等による
経済発展の実現 等

東部経済回廊（EEC）
開発政策委員会大阪市

EEC域内企業

バンコク都市企業

その他タイ国企業

本邦現地法人

広島県 カントー市

国際コンソーシアムJCM設備補助サポート
株式会社イースクエア

バイオマス燃料
カス化装置製造会社

ガスエンジン
発電機製造会社

代表幹事会社
株式会社トロムソ
もみ殻固形燃料製造
装置製造・販売

現地パートナー
TRUNG AN HI-TECH
FARMING JSC社

精米工場

10
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14北九州  | ���������� | 北九州市―ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区レグ郡区

　本調査は、北九州市とミャンマー建設省との連
携の下、ヤンゴン市で同省が進めている大規模
スマートシティ開発プロジェクト「エコグリーンシ
ティプロジェクト」を対象として、エリア内の資源
循環による低炭素化を目指すもので、2018年
度までに実施されてきた北九州市とミャンマー
国マンダレー市との都市間連携に基づく調査活
動の派生案件です。エコグリーンシティプロジェ
クトは、JICAの協力によって策定されたヤンゴン
都市圏マスタープランに沿った大規模都市開発
の第一号案件事業であるため、ミャンマー国内で
の注目度が高く、JICA事業と都市間連携事業と
の連携につながることも期待されています。

ヤンゴン管区スマートシティ開発に
おける低炭素化促進事業
| 代表事業者 |  株式会社NTTデータ経営研究所
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター、
　　　　　　　 ミャンマービジネスセントラルコーポレーション

16北九州  | ���������� | 北九州市―フィリピン共和国ダバオ市

　北九州市とフィリピン国ダバオ市は、これまでの連携協力の実績を踏まえ、2017年に「環境姉妹都市提携に関
する覚書」を締結し、低炭素社会づくりを含む協力のさらなる拡大・深化を目指しています。
　本調査では、この協力体制の下、①自治体レベルでの気候変動行動計画（LCCAP）の作成支援、②廃棄物発電
事業に対するJCM設備補助事業の活用
可能性の検討、③街灯のLED化事業に
対するJCM設備補助事業の実施可能性
の検討、④EVバスの導入及び自然エネ
ルギー事業に対するJCM設備補助事業
の実施可能性の検討を行っています。

ダバオ市における
気候変動行動計画策定支援等による
低炭素社会推進事業
| 代表事業者 |  公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター、日鉄エンジニアリング株式会社、
　　　　　　　 株式会社ドーワテクノス

17北九州  | ���������� | 北九州市―ベトナム社会主義共和国ハイフォン市

　北九州市とベトナム国ハイフォン市とは、
2014年に姉妹都市協定を締結し、両市の連携の
下策定された「ハイフォン市グリーン成長推進計
画」では、特定された複数のパイロット・プロジェク
トのうち、7分野について個別事業が展開されて
います。
　本調査では、ハイフォン市のさらなる低炭素化
を図るため、同市にあるNam Cau Kien工業団地
を対象に、エコインダストリアルパーク化を実現す
るため、工業団地内のエネルギー消費量が多い設
備の高効率化について、実現可能性を調査しま
す。具体的には、高効率送風機＋高圧インバータ
及び高効率ポンプ＋高圧インバータの導入検討を
行います。

ベトナム・ハイフォン市低炭素化促進事業
（エコインダストリアルパーク構想モデル事業の確立支援事業）
| 代表事業者 |  株式会社NTTデータ経営研究所
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター

15北九州  | ���������� | 北九州市―マレーシア国イスカンダル地域

　北九州市は、2015年度～2016年度にマ
レーシア国イスカンダル地域開発庁（IRDA）と
都市間連携事業を実施してきた経緯があり、そ
の実績を基に、両者は2016年8月にLOU
（Letter of Understanding）を締結しました。
　本調査では、過年度の都市間連携事業での
調査においてポテンシャルが確認されていた
案件についてのフォローアップ調査を実施する
とともに、IRDAが2012年に策定したイスカ
ンダル地域の低炭素シナリオ「低炭素社会ブ
ループリント」を基に、具体的なアクションプラ
ンの策定を目指しています。

イスカンダル地域における
低炭素化促進事業
| 代表事業者 |  株式会社NTTデータ経営研究所
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

北九州市 ミャンマー
建設省

NTTデータ
経営研究所

Myanmar
Business Central

Corporation

Alliance stars
Group of

Companies Limited

行政機関との調整・協議支援
エコタウン形成に向けたアドバイス
現地組織・法人の紹介 エコ･グリーンシティ

共同開発
ジョイントベンチャー

■

■

■

■

■

■

■

調査検討（直接協議、技術
検討、経済性検討、CO2排
出削減量評価等）
事業化に向けた関係機関
との調整
設備補助申請の準備
会議の開催、準備、参加、
運営等

■

■

■

■

調査検討（直接協議）
EPC技術検討、経済性検討
事業化に向けた関係機関
との調整
会議の開催、準備、参加、運
営等

北九州市

（公財）地球環境戦略
研究機関（IGES） アテネオ・デ・ダバオ大学

ダバオ市
C/P・ ダバオ市副助役

・ 環境天然資源局（CENRO）

協力

協力

実　施
事業者

『環境姉妹都市提携に関する覚書』の締結
（2017年11月28日）

「低炭素社会づくり」などに協力分野の拡大・深化を目指す

都市間連携

北九州市

NTTデータ経営研究所

ハイフォン市
都市間連携に基づく全体統括
行政機関との調整・協議・アドバイス
現地組織・法人の紹介

■

■

■

2つの活動における調査検討
（直接協議、技術検討、経済性検討、CO2排出削減量評価等）
事業化に向けた関係機関との調整                   
（必要に応じて）設備補助申請の準備
会議の開催、準備、参加、運営等

■

■

■

■

姉妹都市連携

対象1:エネルギー消費量が最も多い、
　　　電炉を有する鉄鋼業２社

ドーワテクノス

国際コンソーシアム

EPC契約

Vietnam-Italy Steel (VIS) 社

Vietnam-Japan Steel (VIS) 社もしくは適切な
他社を紹介

▶ 補助事業全体の統括 ▶ 設備の調達・所有
▶ GHGs排出削減量のため
　のモニタリング 等

対象2:Nam Cau Kien工業団地
　　　入居企業への展開

北九州市 IRDA

NTTデータ
経営研究所

都市間連携に基づく全体統括
行政機関との調整・協議・アドバイス
広域的なネットワーク形成の主導

■

■

■

活動における調査検討（直接協議、技術検討、経済
性検討、CO2排出削減量評価等）
事業化に向けた関係機関との調整  
会議の開催、準備、参加、運営等

■

■

■

■

■

■

■

都市間連携に基づく全体
統括
活動1:策定済みの低炭素
社会ブループリントを踏
まえたアクションプランの
検討
現地組織・法人の紹介
（必要に応じて）設備補助
申請の準備

都市間連携

高効率送風機
(株)村上製作所

高効率インバータ
安川オートメーション
ドライブ（株）

A)代表事業者 B)共同事業者

C)EPC企業

NTTDIOMC

EPC契約

Nam Cau Kien 工業団地運営会社

Nam Cau Kien 工業団地入居企業

▶ 補助事業全体の統括 ▶ 設備の調達・所有
▶ GHGs排出削減量のため
　のモニタリング 等

ドーワテクノス

高効率送風機
(株)村上製作所

高効率インバータ
安川オートメーション
ドライブ（株）

A)代表事業者 B)共同事業者

C)EPC企業

都市間連携
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14北九州  | ���������� | 北九州市―ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区レグ郡区

　本調査は、北九州市とミャンマー建設省との連
携の下、ヤンゴン市で同省が進めている大規模
スマートシティ開発プロジェクト「エコグリーンシ
ティプロジェクト」を対象として、エリア内の資源
循環による低炭素化を目指すもので、2018年
度までに実施されてきた北九州市とミャンマー
国マンダレー市との都市間連携に基づく調査活
動の派生案件です。エコグリーンシティプロジェ
クトは、JICAの協力によって策定されたヤンゴン
都市圏マスタープランに沿った大規模都市開発
の第一号案件事業であるため、ミャンマー国内で
の注目度が高く、JICA事業と都市間連携事業と
の連携につながることも期待されています。

ヤンゴン管区スマートシティ開発に
おける低炭素化促進事業
| 代表事業者 |  株式会社NTTデータ経営研究所
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター、
　　　　　　　 ミャンマービジネスセントラルコーポレーション

16北九州  | ���������� | 北九州市―フィリピン共和国ダバオ市

　北九州市とフィリピン国ダバオ市は、これまでの連携協力の実績を踏まえ、2017年に「環境姉妹都市提携に関
する覚書」を締結し、低炭素社会づくりを含む協力のさらなる拡大・深化を目指しています。
　本調査では、この協力体制の下、①自治体レベルでの気候変動行動計画（LCCAP）の作成支援、②廃棄物発電
事業に対するJCM設備補助事業の活用
可能性の検討、③街灯のLED化事業に
対するJCM設備補助事業の実施可能性
の検討、④EVバスの導入及び自然エネ
ルギー事業に対するJCM設備補助事業
の実施可能性の検討を行っています。

ダバオ市における
気候変動行動計画策定支援等による
低炭素社会推進事業
| 代表事業者 |  公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター、日鉄エンジニアリング株式会社、
　　　　　　　 株式会社ドーワテクノス

17北九州  | ���������� | 北九州市―ベトナム社会主義共和国ハイフォン市

　北九州市とベトナム国ハイフォン市とは、
2014年に姉妹都市協定を締結し、両市の連携の
下策定された「ハイフォン市グリーン成長推進計
画」では、特定された複数のパイロット・プロジェク
トのうち、7分野について個別事業が展開されて
います。
　本調査では、ハイフォン市のさらなる低炭素化
を図るため、同市にあるNam Cau Kien工業団地
を対象に、エコインダストリアルパーク化を実現す
るため、工業団地内のエネルギー消費量が多い設
備の高効率化について、実現可能性を調査しま
す。具体的には、高効率送風機＋高圧インバータ
及び高効率ポンプ＋高圧インバータの導入検討を
行います。

ベトナム・ハイフォン市低炭素化促進事業
（エコインダストリアルパーク構想モデル事業の確立支援事業）
| 代表事業者 |  株式会社NTTデータ経営研究所
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター

15北九州  | ���������� | 北九州市―マレーシア国イスカンダル地域

　北九州市は、2015年度～2016年度にマ
レーシア国イスカンダル地域開発庁（IRDA）と
都市間連携事業を実施してきた経緯があり、そ
の実績を基に、両者は2016年8月にLOU
（Letter of Understanding）を締結しました。
　本調査では、過年度の都市間連携事業での
調査においてポテンシャルが確認されていた
案件についてのフォローアップ調査を実施する
とともに、IRDAが2012年に策定したイスカ
ンダル地域の低炭素シナリオ「低炭素社会ブ
ループリント」を基に、具体的なアクションプラ
ンの策定を目指しています。

イスカンダル地域における
低炭素化促進事業
| 代表事業者 |  株式会社NTTデータ経営研究所
| 共同事業者 |  北九州市アジア低炭素化センター

省エネ 廃棄物再エネ 制度 その他

北九州市 ミャンマー
建設省

NTTデータ
経営研究所

Myanmar
Business Central

Corporation

Alliance stars
Group of

Companies Limited

行政機関との調整・協議支援
エコタウン形成に向けたアドバイス
現地組織・法人の紹介 エコ･グリーンシティ

共同開発
ジョイントベンチャー

■

■

■

■

■

■

■

調査検討（直接協議、技術
検討、経済性検討、CO2排
出削減量評価等）
事業化に向けた関係機関
との調整
設備補助申請の準備
会議の開催、準備、参加、
運営等

■

■

■

■

調査検討（直接協議）
EPC技術検討、経済性検討
事業化に向けた関係機関
との調整
会議の開催、準備、参加、運
営等

北九州市

（公財）地球環境戦略
研究機関（IGES） アテネオ・デ・ダバオ大学

ダバオ市
C/P・ ダバオ市副助役

・ 環境天然資源局（CENRO）

協力

協力

実　施
事業者

『環境姉妹都市提携に関する覚書』の締結
（2017年11月28日）

「低炭素社会づくり」などに協力分野の拡大・深化を目指す

都市間連携

北九州市

NTTデータ経営研究所

ハイフォン市
都市間連携に基づく全体統括
行政機関との調整・協議・アドバイス
現地組織・法人の紹介

■

■

■

2つの活動における調査検討
（直接協議、技術検討、経済性検討、CO2排出削減量評価等）
事業化に向けた関係機関との調整                   
（必要に応じて）設備補助申請の準備
会議の開催、準備、参加、運営等

■

■

■

■

姉妹都市連携

対象1:エネルギー消費量が最も多い、
　　　電炉を有する鉄鋼業２社

ドーワテクノス

国際コンソーシアム

EPC契約

Vietnam-Italy Steel (VIS) 社

Vietnam-Japan Steel (VIS) 社もしくは適切な
他社を紹介

▶ 補助事業全体の統括 ▶ 設備の調達・所有
▶ GHGs排出削減量のため
　のモニタリング 等

対象2:Nam Cau Kien工業団地
　　　入居企業への展開

北九州市 IRDA

NTTデータ
経営研究所

都市間連携に基づく全体統括
行政機関との調整・協議・アドバイス
広域的なネットワーク形成の主導

■

■

■

活動における調査検討（直接協議、技術検討、経済
性検討、CO2排出削減量評価等）
事業化に向けた関係機関との調整  
会議の開催、準備、参加、運営等

■

■

■

■

■

■

■

都市間連携に基づく全体
統括
活動1:策定済みの低炭素
社会ブループリントを踏
まえたアクションプランの
検討
現地組織・法人の紹介
（必要に応じて）設備補助
申請の準備

都市間連携

高効率送風機
(株)村上製作所

高効率インバータ
安川オートメーション
ドライブ（株）

A)代表事業者 B)共同事業者

C)EPC企業

NTTDIOMC

EPC契約

Nam Cau Kien 工業団地運営会社

Nam Cau Kien 工業団地入居企業

▶ 補助事業全体の統括 ▶ 設備の調達・所有
▶ GHGs排出削減量のため
　のモニタリング 等

ドーワテクノス

高効率送風機
(株)村上製作所

高効率インバータ
安川オートメーション
ドライブ（株）

A)代表事業者 B)共同事業者

C)EPC企業

都市間連携
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都市間連携事業の成果
　横浜ウォーター㈱は、安全な水を
安定供給の実現に貢献するために、
横浜市と連携し、市内で培われた水
道技術や事業運営のノウハウを国内
外に広く発信しています。2013年
度から都市間連携事業に参画し、
2016年にはダナン市水道会社が保
有する浄水場内のポンプを高効率ポ
ンプに更新する案件を実現しました。
　この実績はベトナム側に高く評価
され、2018年にはホーチミン市水
道施設の取水ポンプ設備にインバー
ターの導入に繋がる等、設備補助事
業を活用した案件の水平展開が進め
られています。

想定GHG排出削減量
2,191 t-CO2/年
ダナン及びホーチミンで展開された設備補助事業案件の想定排出削減量の積算値

プロジェクト実施者

都市間連携事業の概要
　ホーチミン市と大阪市は、2013年に締結、2016年に更新
した「ホーチミン市低炭素都市形成の実現に向けたホーチミン
市‐大阪市の協力関係に関する覚書」に基づき、都市間協力を推
進しています。2017年には、大阪市の支援のもと、「ホーチミ
ン市気候変動対策実行計画2017年-2020年、2030年まで
の展望」を作成しました。両市は同実行計画の着実な実施に向
け、市長級政策対話と実務者レベルでの協議を重ねてきてお
り、プロジェクトの創出、人材育成及び組織・制度の整備、技術や
専門知識の共有、普及啓発や情報発信などを進めています。

都市間連携事業の成果
　両市は「ホーチミン市気候変動対策実行計画」に位置づけられ
ている対象10分野において、低炭素都市形成に向けたプロジェ
クトの創出を行っています。これまでに、交通分野、廃棄物分野、
エネルギー分野を含む8件の案件組成事業や設備補助事業が採
択されました。ホーチミン市が実行計画を着実に実施し、低炭素
都市形成を実現するよう、実行計画の着実な実施に向けた更な
る具体的な案件形成のための追加調査等が行われています。

　環境省は、都市間連携事業に参画している都市を対象にワーク
ショップやセミナー等を開催し、低炭素都市づくりに向けた学び合い
の場を提供しています。平成30年度は、横浜市（平成30年10月開
催）と北九州市・福岡市（平成31年1月開催）で実施し、国内外の7カ
国19都市が、進捗状況の報告や今後の展開についてのディスカッ
ション、日本の低炭素技術を学ぶための視察等に参加しました。海外

　環境省は、本事業への参加
促進を目的として、「低炭素化
社会実現のための都市間連携
ガイドブック」を発行しました。
事業の背景、公募から業務完
了までの流れ、事例や成果の
紹介などわかりやすくまとめて
います。

※本ガイドブックは、「アジア低炭素化発
展に向けた情報提供サイト」（7ペー
ジ参照）からダウンロードできます。

デジタルタコグラフを用いた
エコドライブプロジェクト
（ホーチミン及びハノイ）
日本側：日本通運株式会社
ベトナム側：ベトナム日本通運有限会社

参加者は、この機会を利用して日本国内のパートナー都市を訪問
し、個別に協議を行ったり、関連企業との打合せを行う等して連携を
強めました。また、都市間連携事業の取組や成果は、国連気候変動
枠組条約締約国会議（COP）のサイドイベント等でも情報発信を
行っています。

都市間連携事業を通してパートナー都市の計画づくりを支援

情報交換と発信
低炭素社会実現のための
都市間連携ガイドブック

　本事業を開始してから5年
目（平成29年度）の節目に際
し、本事業の成果を振り返るこ
とを目的として、「低炭素都市
プロファイル」を発行しました。
本事業の5年間の成果と、参
加都市の低炭素化に向けた取
組を紹介しています。

※本ガイドブックは、「アジア低炭素化発
展に向けた情報提供サイト」（7ペー
ジ参照）からダウンロードできます。

低炭素社会都市プロファイル
－都市間連携事業参加都市の取組－

日  本  側

ベトナム側
Thu Duc Water B.O.O Corporation（TDW）（ホーチミン案件）      

| 　　　　　|  横浜ウォーター株式会社
| 　　　　　|  ダナン市水道会社（DAWACO）（ダナン案件）

都市間連携事業
（横浜市‐ダナン市）

完成式典にはベトナム国内の
水道事業体の関係者も参加

新たな都市間連携を構築

JCM設備補助
（ダナン市水道会社案件）

JCM設備補助の水平展開
（ホーチミン市のTDW社案件）

越国内全域、他国への展開

完成式典の様子

導入された高効率ポンプ

日本工営

ホーチミン市の
気候変動対策実行計画の
対象10分野

   1.土地利用分野
   2.エネルギー分野
   3.交通分野
   4.工業分野
   5.水資源管理分野

   6.廃棄物分野
   7.農業分野
   8.健康分野
   9.建設分野
10.観光分野

ホーチミン市内の官民企業

その他、ベトナム国営企業 等

日立ジョンソンコントロールズ空調

大阪市内企業

地球環境センター（GEC）

JCM案件形成の
検討、及び企業間
の協調・協議

包括的な協力

本邦企業

大阪市内企業の海外展開支援や
JCM参加支援等

省エネ事業や再生可能エネルギー
事業の実施支援等

ホーチミン市人民委員会大阪市

大阪市・ホーチミン市（ベトナム） 大阪市との連携によるホーチミン市気候変動行動計画の策定支援 横浜市・ダナン市（ベトナム） ベトナム水道事業者への高効率ポンプ導入案件の水平展開

環境局

市 長

観光局（DOT）

産業貿易局（DOIT）

天然資源環境局（DONRE）

都市間連携
の支援

JCM案件形成
の支援

都市間連携
の支援

JCM案件形成
の支援

議 長

交通分野
ショッピングモール向け太陽光発
電の導入
日本側：イオンリテール株式会社
ベトナム側：AEON VIETNAM Co., Ltd.

空調制御システムを用いた工場
の省エネ事業
日本側：裕幸計装株式会社
ベトナム側：Nidec Vietnam Co., Nidec SERVO Co.他

オフィスへの高効率エアコン及び
空冷チラーの導入
日本側：日立ジョンソンコントロールズ空調
　　　 株式会社
ベトナム側：Daibiru Saigon Tower Co., Ltd
　　　　　IDEA HIGHTECH R&D CENTER 

エネルギー分野

都市間連携を通してJCM設備補助事業※に採択された案件（※2ページ参照）
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都市間連携事業の成果
　横浜ウォーター㈱は、安全な水を
安定供給の実現に貢献するために、
横浜市と連携し、市内で培われた水
道技術や事業運営のノウハウを国内
外に広く発信しています。2013年
度から都市間連携事業に参画し、
2016年にはダナン市水道会社が保
有する浄水場内のポンプを高効率ポ
ンプに更新する案件を実現しました。
　この実績はベトナム側に高く評価
され、2018年にはホーチミン市水
道施設の取水ポンプ設備にインバー
ターの導入に繋がる等、設備補助事
業を活用した案件の水平展開が進め
られています。

想定GHG排出削減量
2,191 t-CO2/年
ダナン及びホーチミンで展開された設備補助事業案件の想定排出削減量の積算値

プロジェクト実施者

都市間連携事業の概要
　ホーチミン市と大阪市は、2013年に締結、2016年に更新
した「ホーチミン市低炭素都市形成の実現に向けたホーチミン
市‐大阪市の協力関係に関する覚書」に基づき、都市間協力を推
進しています。2017年には、大阪市の支援のもと、「ホーチミ
ン市気候変動対策実行計画2017年-2020年、2030年まで
の展望」を作成しました。両市は同実行計画の着実な実施に向
け、市長級政策対話と実務者レベルでの協議を重ねてきてお
り、プロジェクトの創出、人材育成及び組織・制度の整備、技術や
専門知識の共有、普及啓発や情報発信などを進めています。

都市間連携事業の成果
　両市は「ホーチミン市気候変動対策実行計画」に位置づけられ
ている対象10分野において、低炭素都市形成に向けたプロジェ
クトの創出を行っています。これまでに、交通分野、廃棄物分野、
エネルギー分野を含む8件の案件組成事業や設備補助事業が採
択されました。ホーチミン市が実行計画を着実に実施し、低炭素
都市形成を実現するよう、実行計画の着実な実施に向けた更な
る具体的な案件形成のための追加調査等が行われています。

　環境省は、都市間連携事業に参画している都市を対象にワーク
ショップやセミナー等を開催し、低炭素都市づくりに向けた学び合い
の場を提供しています。平成30年度は、横浜市（平成30年10月開
催）と北九州市・福岡市（平成31年1月開催）で実施し、国内外の7カ
国19都市が、進捗状況の報告や今後の展開についてのディスカッ
ション、日本の低炭素技術を学ぶための視察等に参加しました。海外

　環境省は、本事業への参加
促進を目的として、「低炭素化
社会実現のための都市間連携
ガイドブック」を発行しました。
事業の背景、公募から業務完
了までの流れ、事例や成果の
紹介などわかりやすくまとめて
います。

※本ガイドブックは、「アジア低炭素化発
展に向けた情報提供サイト」（7ペー
ジ参照）からダウンロードできます。

デジタルタコグラフを用いた
エコドライブプロジェクト
（ホーチミン及びハノイ）
日本側：日本通運株式会社
ベトナム側：ベトナム日本通運有限会社

参加者は、この機会を利用して日本国内のパートナー都市を訪問
し、個別に協議を行ったり、関連企業との打合せを行う等して連携を
強めました。また、都市間連携事業の取組や成果は、国連気候変動
枠組条約締約国会議（COP）のサイドイベント等でも情報発信を
行っています。

都市間連携事業を通してパートナー都市の計画づくりを支援

情報交換と発信
低炭素社会実現のための
都市間連携ガイドブック

　本事業を開始してから5年
目（平成29年度）の節目に際
し、本事業の成果を振り返るこ
とを目的として、「低炭素都市
プロファイル」を発行しました。
本事業の5年間の成果と、参
加都市の低炭素化に向けた取
組を紹介しています。

※本ガイドブックは、「アジア低炭素化発
展に向けた情報提供サイト」（7ペー
ジ参照）からダウンロードできます。

低炭素社会都市プロファイル
－都市間連携事業参加都市の取組－

日  本  側

ベトナム側
Thu Duc Water B.O.O Corporation（TDW）（ホーチミン案件）      

| 　　　　　|  横浜ウォーター株式会社
| 　　　　　|  ダナン市水道会社（DAWACO）（ダナン案件）

都市間連携事業
（横浜市‐ダナン市）

完成式典にはベトナム国内の
水道事業体の関係者も参加

新たな都市間連携を構築

JCM設備補助
（ダナン市水道会社案件）

JCM設備補助の水平展開
（ホーチミン市のTDW社案件）

越国内全域、他国への展開

完成式典の様子

導入された高効率ポンプ

日本工営

ホーチミン市の
気候変動対策実行計画の
対象10分野

   1.土地利用分野
   2.エネルギー分野
   3.交通分野
   4.工業分野
   5.水資源管理分野

   6.廃棄物分野
   7.農業分野
   8.健康分野
   9.建設分野
10.観光分野

ホーチミン市内の官民企業

その他、ベトナム国営企業 等

日立ジョンソンコントロールズ空調

大阪市内企業

地球環境センター（GEC）

JCM案件形成の
検討、及び企業間
の協調・協議

包括的な協力

本邦企業

大阪市内企業の海外展開支援や
JCM参加支援等

省エネ事業や再生可能エネルギー
事業の実施支援等

ホーチミン市人民委員会大阪市

大阪市・ホーチミン市（ベトナム） 大阪市との連携によるホーチミン市気候変動行動計画の策定支援 横浜市・ダナン市（ベトナム） ベトナム水道事業者への高効率ポンプ導入案件の水平展開

環境局

市 長

観光局（DOT）

産業貿易局（DOIT）

天然資源環境局（DONRE）

都市間連携
の支援

JCM案件形成
の支援

都市間連携
の支援

JCM案件形成
の支援

議 長

交通分野
ショッピングモール向け太陽光発
電の導入
日本側：イオンリテール株式会社
ベトナム側：AEON VIETNAM Co., Ltd.

空調制御システムを用いた工場
の省エネ事業
日本側：裕幸計装株式会社
ベトナム側：Nidec Vietnam Co., Nidec SERVO Co.他

オフィスへの高効率エアコン及び
空冷チラーの導入
日本側：日立ジョンソンコントロールズ空調
　　　 株式会社
ベトナム側：Daibiru Saigon Tower Co., Ltd
　　　　　IDEA HIGHTECH R&D CENTER 

エネルギー分野

都市間連携を通してJCM設備補助事業※に採択された案件（※2ページ参照）
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